
１．『海事交通研究』第67集
への掲載論文等募集

２．「2018年山縣勝見賞」の募集 3. 補助金助成申込の募集

募集対象分野

募集期間 2018年1月5日（金）～2月28日（水） 2018年1月5日（金）～3月31日（土） 2018年1月5日（金）～2月28日（水）

上記分野をテーマとする論文、下記(2)は論文以外
のエッセイなども募集。

テーマは、
(1)「指定テーマ」
①海運・造船・港湾と地方創生
   （「論文」形式でお願いします。）
②海事教育の現場から
   （「論文」ではなく、活動報告／提言の形式で
   お願いします。）

或いは、
(2)「自由テーマ」
のいずれか

投稿に当たっての留意事項
①二重投稿・剽窃・自己剽窃とみなされる論文の投
稿は不可。
②著書や新聞等の文献から引用した場合及び発想
を転用した場合は、出典（著者名・タイトル・発行所
名・発行年月等）を明記する。但し、ホームページ上
の資料を利用した場合は、URLとアクセスした日付
を明記する。

① 著作賞：  海事関係の単著又は共著で、2015年1
月1日から2017年12月31日までの間に発表された
ものを対象とする。

② 論文賞：   海事関係論文で、上記と同期間に発
表されたもの。

③ 功労賞：   海事交通文化の発展に顕著な業績の
あった個人。特にその業績の対象期間は問わな
い。

④ 特別賞：  上記三賞に匹敵する功績が認められ
る個人又は法人並びにその事業。

※既に他の学会又は団体などから受賞している場合でも受賞
の資格を有するものとする。

(1)　2018年4月から2019年3月までに実施する事業
であること

(2) 収益を目的とする事業は対象とせず、海事交通
文化の振興又は調査研究に関連する事業であるこ
と

(3) 既に実施している事業で、その実績が一定の評
価を得ているもの、又はこれから実施しようとする事
業の場合は、当該事業を実施するための実態的な
人材・知見が整い、事業目的が明確に示されている
こと

(4) 本助成金を利用して活動した後、本助成金の使
途に関する事後報告を速やかに行うこと

報酬/賞金/助成額 年報に掲載された論文については当財団所定の原
稿料を支払う。

賞金：　著作賞　30万円
　　　　　論文賞　20万円
　　　　　功労賞　20万円
　　　　　特別賞　20万円

申請金額の上下限はない（過去の助成最高額は50
万円）。　当財団の助成審査委員会及び理事会の
審議を経て、補助金額を決定する。

海運、物流、港湾、造船、海上保険及びその周辺分野

募集対象内容・条件 上記分野をテーマとする著作、論文並びに業績 上記分野の調査研究、その他海事の発展に貢献
し、または貢献しようとする事業への補助金助成
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応募方法 2018年1月5日（金）～2月28日（水）の間に、当財団
所定の「年報掲載論文等執筆申請書」　を提出。
（※申請書のWordフォームがお入用の方はご連絡下さい。）

応募は、個人・団体の推薦又は自薦による。
当財団所定の「山縣勝見賞推薦/申請書」　に推薦
/申請理由書と当該著書/論文コピー・資料等を1部
添付の上提出。
（※申請書のExcelフォームがお入用の方はご連絡下さい。）
（※著書は後日、推薦/申請者宛返却する。）

当財団所定の「補助金助成申請書」を提出。又はこ
れに代え、募金趣意書などを提出。
（※申請書のWordフォームがお入用の方はご連絡下さい。）

当財団の年報掲載作品編集委員会が提出された
申請書を審査し、年報掲載論文等の執筆を応諾す
るかどうかを2018年3月末までに連絡する。

2018年4～5月：　山縣勝見賞選考委員会にて受賞
著作/論文等/受賞者を選考し、理事会に答申し、
決定。

2018年3月：　助成審査委員会にて、助成案件・金
額を内定し、理事会に答申し、決定

論文提出期限は2018年7月20日(金)
メールに添付して送るか、USBメモリ等記録媒体に
より送る。

2018年6月上旬：　推薦/申請書宛結果連絡・当財
団のホームページ、その他海事関連のメディアを通
じて受賞者発表。

2018年4月上旬：　申請者宛助成可否・金額を連絡

2018年7～11月：　査読を経て、編集委員会にて掲
載論文を決定し、9月下旬頃までに執筆者に知らせ
る。

2018年11月下旬～12月中旬頃：『海事交通研究』
（年報）第67集を発行し、海事研究者、海事企業/団
体、図書館など約400件に配本、当財団のホーム
ページ、その他海事関連のメディアを通じて概要を
報道。

以後の日程・手順

2018年7月16日の「海の日」の前後：　贈呈式
当財団のホームページ、その他海事関連のメディア
を通じて報道。

申請者の請求書に基づき、希望月に補助金を申請
者口座宛振込む。


